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2020 年 6月 2 日 

株式会社日本創発グループ 

 

 

 



 

 

2020年 6月 2日 

株式会社日本創発グループ 

 

株式交換に関する事前開示書類 

 

2020年 5月 26日、当社及び株式会社ＡＰホールディングス（本社：静岡県浜松市、代表

取締役：石川 典孝。以下、「ＡＰホールディングス」といいます。）の二社は、2020 年 6

月 23日を効力発生日として当社を株式交換完全親会社、ＡＰホールディングスを株式交換

完全子会社とする株式交換契約を締結いたしました。本件株式交換に関する事前開示事項

は以下のとおりであります。 

 

1 株式交換契約の内容 

別紙 1のとおりです。 

 

2 交換対価の相当性に関する事項 

会社法第 768 条第 1 項第 2 号及び第 3 号に掲げる事項についての定めの相当性、交

換対価の総数又は総額の相当性及び交換対価として当該種類の財産を選択した理由に関

する事項は別紙 2のとおりです。 

 

3 株式交換に係る新株予約権の定めの相当性に関する事項 

株式交換完全子会社であるＡＰホールディングスは新株予約権及び新株予約権付社債

のいずれも発行しておりません。 

 

4 株式交換完全子会社に関する事項 

(1)最終事業年度に係る計算書類等の内容 

株式交換完全子会社であるＡＰホールディングスの最終事業年度(自：2019年 3月 1日、

至：2019年 12月 31 日)に係る計算書類等は、別紙 3のとおりです。 

(2)最終事業年度の末日後に生じた会社財産の状況に重要な影響を与える事象 

該当事項はありません。 

 

 

 

 



5 株式交換完全親会社に関する事項 

(1)最終事業年度の末日後に生じた会社財産の状況に重要な影響を与える事象 

① 株式追加取得による株式会社ＡＰホールディングスの子会社化 

当社は、以下のとおり、当社持分法適用関連会社である株式会社ＡＰホールディン

グスの株式を追加取得し、子会社化いたしました。 

 

1.子会社の名称及び事業内容 

子会社の名称     株式会社ＡＰホールディングス 

事業内容       純粋持株会社 

 

2.株式取得の要旨 

(1)効力発生日等 

現金を対価とする株式取得日 2020年１月 20日 

み な し 取 得 日 2020年３月 31日 

(2)本株式取得の方式 

現金を対価とする株式取得 

(3)取得株式数 

340株（発行済株式に対する割合：21.2％） 

 

② 株式追加取得による新日本工芸株式会社の子会社化 

当社は、以下のとおり、新日本工芸株式会社の株式を取得し、子会社化いたしまし

た。 

 

1.子会社の名称及び事業内容 

子会社の名称     新日本工芸株式会社 

事業内容       縁起物、授与品の製造・販売 

 

2.株式取得の要旨 

(1)効力発生日等 

現金を対価とする株式取得日 2020年４月 13日 

み な し 取 得 日 2020年６月 30日 

(2)本株式取得の方式 

現金を対価とする株式取得 

(3)取得株式数 

70株（発行済株式に対する割合：70％） 

 



③ 譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分 

1.処分の概要 

当社は、2020年3月27日開催の取締役会において、下記のとおり、譲渡制限付株

式報酬としての自己株式の処分（以下、「本自己株式処分」といいます。）に係る事

項について決議し、2020年4月24日に以下のとおり自己株式を処分いたしました。 

ａ 処分した自己株式の種類 当社普通株式 

ｂ 処分した株式の数 303,800株 

ｃ 処分価額 1株につき308円 

ｄ 処分総額 93,570,400円 

ｅ 処分先及びその人数 取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役

を除く）３名 

 

2.処分の目的及び理由 

 当社は、2020年 2月 13日開催の取締役会において、当社の社外取締役及び監査

等委員である取締役を除く取締役（以下「対象取締役」といいます。）に対する当社

の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブの付与及び株価上昇及び企業価値

向上への貢献意欲の従来以上の向上を目的として、当社の対象取締役を対象とする

新たな報酬制度として、譲渡制限付株式報酬制度（以下「本制度」といいます。）を

導入することを決議し、また、2020 年 3 月 27 日開催の第５回定時株主総会におい

て、本制度に基づき、譲渡制限付株式取得の出資財産とするための金銭報酬として、

対象取締役に対して、年額 200 百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分

給与は含まない）の金銭報酬債権を支給すること及び譲渡制限付株式の譲渡制限期

間を３年間とすること等につき、ご承認をいただいております。 

 

④ 簡易株式交換による株式会社 FIVESTARinteractive の完全子会社化 

当社は、2020 年５月 26 日開催の取締役会において、当社を株式交換完全親会社、株式

会社 FIVESTARinteractive（以下「FIVESTARinteractive」といいます。）を株式交換完全

子会社とする株式交換（以下、「本株式交換」といいます。）を行うことを決議し、同日

付で両社の間で株式交換契約を締結いたしました。 

 本株式交換の要旨 

（１）本株式交換の日程 

株式交換決議取締役会  2020年５月 26 日 

株式交換契約締結  2020年５月 26 日 

株式交換の予定日（効力発生日） 

 

 2020年６月 23 日（予定） 

（注）当社は、会社法第 796 条第２項の規定に基づき、株主総会の承認を必要としない簡易株式交

換の手続により本件株式交換を行う予定です。 



（２）本株式交換の方式 

当社が株式交換完全親会社、FIVESTARinteractiveが株式交換完全子会社となる株式交換に

より行います。 

 

（３）本株式交換に係る割当ての内容 

会社名 
当社 

（株式交換完全親会社） 

FIVESTARinteractive 

（株式交換完全子会社） 

本 株 式 交 換 に 係 る 割 当 比 率 1 125 

本株式交換により交付する株式数 当社普通株式：102,000株（予定） 

（注）本株式交換に係る割当比率及び交付する株式数 

FIVESTARinteractive の株式１株に対して、当社の株式 125株を割当て交付します。な

お、当社が本株式交換により交付する普通株式は、当社が保有する自己株式 102,000 株を

充当する予定であり、新株式の発行は行わない予定です。また、株式交換比率は、算定の

根拠となる諸条件に重大な変更が生じた場合、両社協議のうえ、変更することがあります。 

      

（４）本株式交換に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

FIVESTARinteractive は新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。 

 

⑤ 簡易株式交換による新日本工芸株式会社の完全子会社化 

当社は、2020 年５月 26 日開催の取締役会において、当社を株式交換完全親会社、新日

本工芸を株式交換完全子会社とする株式交換（以下、「本株式交換」といいます。）を行

うことを決議し、同日付で両社の間で株式交換契約を締結いたしました。 

本株式交換の要旨 

（１）本株式交換の日程 

株式交換決議取締役会  2020年５月 26 日 

株式交換契約締結  2020年５月 26 日 

株式交換の予定日（効力発生日）  2020年６月 23 日（予定） 

（注）当社は、会社法第 796 条第２項の規定に基づき、株主総会の承認を必要としない簡易株式交

換の手続により本件株式交換を行う予定です。 

 

（２）本株式交換の方式 

当社が株式交換完全親会社、新日本工芸が株式交換完全子会社となる株式交換により行い

ます。 

 

 

 

 

 

 



（３）本株式交換に係る割当ての内容 

会社名 
当社 

（株式交換完全親会社） 

新日本工芸 

（株式交換完全子会社） 

本 株 式 交 換 に 係 る 割 当 比 率 1 10,600 

本株式交換により交付する株式数 当社普通株式：318,000株（予定） 

（注）本株式交換に係る割当比率及び交付する株式数 

新日本工芸の株式１株に対して、当社の株式 10,600株を割当て交付します。なお、当

社が本株式交換により交付する普通株式は、当社が保有する自己株式 318,000 株を充当す

る予定であり、新株式の発行は行わない予定です。また、株式交換比率は、算定の根拠と

なる諸条件に重大な変更が生じた場合、両社協議のうえ、変更することがあります。 

      

（４）本株式交換に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

新日本工芸は新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。 

 

⑥ 簡易株式交換による田中産業株式会社の完全子会社化 

当社は、2020 年５月 26 日開催の取締役会において、当社を株式交換完全親会社、当社

の連結子会社である田中産業株式会社（以下「田中産業」といいます。）を株式交換完全

子会社とする株式交換（以下、「本株式交換」といいます。）を行うことを決議し、同日

付で両社の間で株式交換契約を締結いたしました。 

本株式交換の要旨 

（１）本株式交換の日程 

株式交換決議取締役会  2020年５月 26 日 

株式交換契約締結  2020年５月 26 日 

株式交換の予定日（効力発生日）  2020年６月 23 日（予定） 

（注）当社は、会社法第 796 条第２項の規定に基づき、株主総会の承認を必要としない簡易株式交

換の手続により本件株式交換を行う予定です。 

 

（２）本株式交換の方式 

当社が株式交換完全親会社、田中産業が株式交換完全子会社となる株式交換により行いま

す。 

 

（３）本株式交換に係る割当ての内容 

会社名 
当社 

（株式交換完全親会社） 

田中産業 

（株式交換完全子会社） 

本 株 式 交 換 に 係 る 割 当 比 率 1 55 

本株式交換により交付する株式数 当社普通株式：2,564,925株（予定） 

（注）本株式交換に係る割当比率及び交付する株式数 

田中産業の株式１株に対して、当社の株式 55株を割当て交付します。なお、当社が本

株式交換により交付する普通株式は、当社が保有する自己株式 2,564,925 株を充当する予

定であり、新株式の発行は行わない予定です。また、株式交換比率は、算定の根拠となる

諸条件に重大な変更が生じた場合、両社協議のうえ、変更することがあります。 

      



（４）本株式交換に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

田中産業は新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。 

 

6 債務の履行の見込みに関する事項 

 会社法第 799 条第 1項の規定により株式交換について異議を述べることができる債権

者はいませんので該当事項はありません。 

 

東京都台東区上野三丁目 24番６号 

株式会社日本創発グループ  

代表取締役社長 藤田 一郎 
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別紙 2  

 

会社法第 768 条第 1 項第 2 号及び第 3 号に掲げる事項についての定めの相

当性に関する事項 

 

本件株式交換における会社法第 768 条第 1項第 2 号及び第 3 号に掲げる事項について

の相当性に関して、下記の通り判断いたしました。 

 

1.株式交換に際して交付する株式の数又はその数の算定方法及びその割当ての相当性

に関する事項 

 

(1)株式交換に係る割当の内容 

当社は、本件株式交換に際して、本件株式交換により当社がＡＰホールディングス

の発行済普通株式（但し、当社が有するＡＰホールディングスの株式を除く。）の全部

を取得する時点の直前時（以下「基準時」という。）におけるＡＰホールディングスの

株主名簿に記載又は記録された株主（但し、当社を除く。）に対し、ＡＰホールディン

グスの普通株式に代わる金銭等として、ＡＰホールディングスの各株主（但し、当社

を除く。）の所有するＡＰホールディングスの普通株式の合計数に 2,400 を乗じた数の

当社の普通株式を交付します。 

会社名 
当社 

（株式交換完全親会社） 

ＡＰホールディングス 

（株式交換完全子会社） 

株 式 交 換 に 係 る 

割 当 て の 内 容 
1 2,400 

株 式 交 換 に よ り 

交 付 す る 株 式 数 
普通株式：1,152,000株 

（注）当社は、本件株式交換により、ＡＰホールディングス株式 480 株に対して、当社普通

株式 1,152,000 株を割当て交付いたしますが、当該割当て交付する当社普通株式は当社

が保有する自己株式を充当する予定であり、新株式の発行は行わない予定であります。 

 

(2)株式交換に係る割当ての内容の算定根拠等 

①算定の基礎 

 本件株式交換の株式交換比率の公平性及び妥当性を確保するため、当社は独立した

第三者算定機関に株式交換比率の算定を依頼することとし、株式会社青山財産ネット

ワークス(以下、「青山財産ネットワークス」といいます。)を株式交換比率の算定に関

する第三者算定機関として選定いたしました。 

 青山財産ネットワークスは、上場会社である当社株式については、市場株価が存在

することから市場株価平均法による算定を行い、一方、ＡＰホールディングスの株式

については、将来の事業活動からの収益力に基づく株式価値の算定を行うため、ＤＣ



Ｆ（ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー）法による算定を行いました。なお、

ＤＣＦ法による算定にあたり前提としたＡＰホールディングスの事業計画は、大幅な

増減益を見込んでおりません。 

 青山財産ネットワークスによる当社株式１株当たりの株式価値を１とした場合の本

件株式交換比率の算定結果は、以下のとおりです。 

当社 ＡＰホールディングス 株式交換比率 

市場株価平均法 ＤＣＦ法 2,140.88 ～ 2,652.02 

 なお、市場株価平均法については、最近における当社株式の市場取引状況を勘案の

上、2020 年 5月 25 日を算定基準日として、算定基準日の株価終値、算定基準日から遡

る 1ヶ月間、3ヶ月間及び 6ヶ月間の株価終値平均を採用いたしました。 

 青山財産ネットワークスは、株式交換比率の算定に際して、各当事者から提供を受

けた情報及び一般に公開された情報等を原則としてそのまま採用し、採用したそれら

の資料及び情報等が、全て正確かつ完全なものであることを前提としており、独自に

それらの正確性及び完全性の検証を行っておりません。また、各当事者とその関係会

社の資産及び負債(偶発債務を含む。)について、個別の各資産及び各負債の分析及び

評価を含め、独自に評価、鑑定又は査定を行っておらず、第三者機関への鑑定又は査

定の依頼も行っておりません。加えて、各当事者の財務予測に関する情報については、

各当事者の経営陣により現時点で可能な最善の予測と判断に基づき合理的に作成され

たことを前提としております。青山財産ネットワークスの株式交換比率の算定は、2020

年 5月 25日現在までの情報と経済条件を前提としたものであります。 

 

②算定の経緯 

当社とＡＰホールディングスは、青山財産ネットワークスによる株式交換比率の算

定結果を参考に、それぞれ両社の財務状況、資産の状況、財務予測等の将来見通しを

踏まえて、両社で慎重に協議を重ねた結果、最終的に上記の株式交換比率が妥当であ

るとの判断に至り合意いたしました。なお、この株式交換比率は、算定の基礎となる

諸条件について重大な変更が生じた場合、両社間の協議により変更することがありま

す。 

 

③算定機関との関係 

青山財産ネットワークスは、当社及び ＡＰホールディングスの関連当事者には該当

せず、本件株式交換に関して記載すべき重要な利害関係を有しません。 

 

以上から、当社は本件株式交換における交換対価は相当であると判断いたしました。 

 

 



2.株式交換完全親会社の資本金及び準備金の額の相当性に関する事項 

本件株式交換により、増加する当社の資本金及び準備金の額は、次のとおりです。下

記の資本金及び準備金の額は、当社の財務状況、機動的な資本政策の遂行その他の諸事

情を総合的に勘案した上で決定したものであり、相当であると判断いたしました。 

(1)増加する資本金の額   0円  

(2)増加する資本準備金の額 法令の定めに従い増加することが必要とされる最低額 

(3)増加する利益準備金の額 0円 

以上 

  



 

 

※ ※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※ ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※ 
決 算 報 告 書 

※ 

※ ※ 

※ ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※ （第 3 期） ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※ 自 平成 31 年  3 月  1 日 ※ 

※ 至 令和  1 年 12 月 31 日 ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 
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株式会社ＡＰホールディングス 

貸 借 対 照 表 
 

令和  1 年 12 月 31 日 現在 

資 産 の 部  負 債 の 部  

科 目 金 額 科 目 金 額 

    円      円  

            
【 流 動 資 産  】 【 1,715,876,777 】 【 流 動 負 債  】 【 250,063 】 

 現 金 及 び 預 金   339,876,777   預 り 金    3,063  
 関 係 会 社 株 式   1,376,000,000   未 払 法 人 税 等   247,000  
            
       負 債 の 部 合 計   250,063  
      純 資 産 の 部  

            
      【 株 主 資 本  】 【 1,715,626,714 】 

      （ 資 本 金  ） （ 80,000,000 ） 

       資 本 金    80,000,000  
      （ 資 本 剰 余 金  ） （ 1,635,000,000 ） 

       資 本 準 備 金    182,000,000  
       その他の資本剰余金    1,453,000,000  
      （ 利 益 剰 余 金  ） （ 626,714 ） 

       繰越利益剰余金    626,714  
            
       純資産の部合計    1,715,626,714  
 資 産 の 部 合 計   1,715,876,777   負債及び純資産の部合計    1,715,876,777  



株式会社ＡＰホールディングス 

損 益 計 算 書 
自 平成 31 年  3 月  1 日 

至 令和  1 年 12 月 31 日 

科 目 金 額 

         円  

           
           

【 販売費及び一般管理費  】         
 手 数 料      12,652     
 租 税 公 課      1,383,506     
 支 払 報 酬      289,202   1,685,360  
   営 業 損 失      （ 1,685,360 ） 

【 営 業 外 収 益  】         
 雑 収 入      2,389,140   2,389,140  
   経 常 利 益      （ 703,780 ） 

   税引前当期純利益      （ 703,780 ） 

   法人税、住民税及び事業税       247,000  
   当 期 純 利 益      （ 456,780 ） 



 
 
株式会社ＡＰホールディングス 

株主資本等変動計算書 
 

 自 平成 31 年  3 月  1 日 至 令和  1 年 12 月 31 日 単位 円 
 株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 
株主資本 
合計 資本準備金 

その他の資 
本剰余金 

資本剰余金 
合 計 

その他利益剰余金 利益剰余金 
合 計 繰越利益剰余金 

当期首残高 30,000,000 12,500,000 1,333,500,000 1,346,000,000 10,569,934 10,569,934 1,386,569,934 1,386,569,934 

当期変動額         

 新株の発行 169,500,000 169,500,000  169,500,000   339,000,000 339,000,000 

 減資 △119,500,000  119,500,000 119,500,000     

 利益剰余金の配当     △10,400,000 △10,400,000 △10,400,000 △10,400,000 

 当期純損益金     456,780 456,780 456,780 456,780 

当期変動額合計 50,000,000 169,500,000 119,500,000 289,000,000 △9,943,220 △9,943,220 329,056,780 329,056,780 

当期末残高 80,000,000 182,000,000 1,453,000,000 1,635,000,000 626,714 626,714 1,715,626,714 1,715,626,714 



株式会社ＡＰホールディングス 

個 別 注 記 表 

自 平成 31 年  3 月  1 日 

至 令和  1 年 12 月 31 日 

 

Ⅰ. この計算書類は、「中小企業の会計に関する基本要領」によって作成しています。 
Ⅱ. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 １. 資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券の評価基準及び評価方法 

   ア 時価のあるもの 

     期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によって処 

     理し、売却原価は移動平均法により算定しています。） 

   イ 時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

  ② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

     総平均法による原価法（貸借対照表価格は収益性の低下に基づく簿価切下げの方 

     法により算定）を採用しています。ただし、原材料は最終仕入原価法を採用して 

     います。 

     （会計方針の変更） 

     従来商品については最終仕入原価法による原価法を採用していましたが、当期か 

     ら総平均法による原価法に変更しました。この変更による影響は軽微です。 

 ２. 固定資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 

     定率法（ただし、平成 10年４月１日以降に取得した建物（付属設備を除く。）は 

     定額法）を採用しています。 

  ② 無形固定資産 

     定額法を採用しています。 

 ３. 引当金の計上基準 

   貸倒引当金    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について法 

            人税法の規定による法定繰入率により計上するほか、個々の 

            債権の回収可能性を勘案して計上しています。 

 ４．収益及び費用の計上基準 

 ５. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

  ① リース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引につ 

    いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

  ② 消費税等の会計処理 

    消費税等の会計処理は、税抜方式（又は税込方式）によっています。 

  
Ⅲ. 株主資本等変動計算書に関する注記  
 ６．株主資本等変動計算書に関する注記    
    （1）発行済株式の     
      前期末株式数（発行済普通株式）   1,300株 

 
 

      当期増加株式数（発行済普通株式数）  300株 
 

 
      当期末株式数（発行済普通株式数）  1,600株 

 
 

 （2）当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項  
          平成 31年 3月 29日の定時株主総会において、次の通り決議されました。 

  ① 配当金の総額 

           ② 配当の原資  10,400千円  
           ③ １株当たり配当額  利益剰余金  
           ④ 基準日  8,000円  
           ⑤ 効力発生日  平成 31年 2月 28日  
     
 




